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【報告・紹介】
「補完性の原理」（principle of subsidiarity）をめぐる学
際的な検討
千葉大学 COEフェロー　　
一ノ瀬　佳也
　本COEプログラムの研究においては、国家の中央集権化に対して「地方自治」
や「コミュニティ」の役割の重要性を強調してきた。これまでも「場所論」や「コ
ミュニタリアニズム」の研究を通じて、環境倫理や政治哲学についての新たな
議論を展開している。2007年 1月 25日に開催された今回の対話研究会では、
行政システムにおける地方自治を促す論理として「補完性の原理」を取り上げ、
公共哲学と公共政策の双方の観点から議論することを企てた。司会は環境経済
学を専門とする法経学部の倉阪秀史助教授（以下、敬称略）が務め、報告につ
いては、建築・都市計画を専門とする工学部の岡部明子助教授（以下、敬称略）
と政治思想史を専門とする法経学部の関谷昇助教授（以下、敬称略）の二人が
担当した。このように全く異分野の研究者が一つの研究会に集い、お互いに議
論を交わすことは稀なことである。本研究会では、「補完性の原理」を多角的
に分析するために、こうした学際的な検討を試みた。
１．岡部報告「バルセロナに見る『補完性の原理』の活用と限界」
　まずは、岡部による報告の内容から論じていくことにする。岡部は、都市計画・
建築を専門とする自分がどうして「補完性の原理」という政治的な構想に関心
を持つようになったのか、ということから説明を始めた。岡部が仕事をしたス
ペインのバルセロナでは、日本と違って工事費の予算がつく前に設計が発注さ
れるため、工事費のメドがどのようにたっているのかを把握することが重要な
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課題となる。そのことを行政の担当者たちに聞くと、皆 EUの予算をあてにし
ていた。それでは、EUの予算がどのような仕組みで配分されるのかを調べて
いくうちに、「補完性の原理」という構想を知るに至った。また、岡部がバル
セロナのオリンピックの仕事をした折に、そうした大規模な企画すらも国家プ
ロジェクトとは異なり、その地方の独自の企画として行われていることを気づ
かされた。その背景として、「補完性の原理」や「地方分権」が強い影響を持っ
ていることが、次第に分かるようになった。このようにして、岡部は都市計画
を考える中で、「補完性の原理」に関心を持つようになったのである。
　ヨーロッパにおける「補完性の原理」：「中位の再評価」と「中抜きの結びつき」
　岡部によると、一般的に「補完性の原理」とは、「個人ができることは個人
で行い、それが不可能もしくは不効率な場合には、それより大きな家族や地
域社会に解決が委ねられる」というように理解されている。このような理解
は、身近なところから階層秩序が成り立っていることを示すものである。とこ
ろが、ヨーロッパ都市の実践では、「補完性の原理」において「個人」が強調
されることはあまりない。むしろ中位にある地域・地方自治体の存在こそが意
識されている。スペインの場合、1975年のフランコ独裁の終焉による急激な
民主化に伴い、地方自治が一気に拡大したという事情も影響している。バルセ
ロナのような都市には、ローマ時代から続くと言われるほどの自治の伝統が色
濃く残っていた。岡部が言うところ、「補完性の原理」とは、近代における「国
民国家」と「個人」への二極化に対抗して中間・中位の共同体の価値を再評価
するためのものであったのである。この中位の共同体とは、もはや「伝統的共
同体（閉じた共同体、排他的、同質的、均質的）」ではなく、「都市共同体や
NPO団体（開かれた共同体、排他的ではない、異質性を許容、多様性）」を指
している。
　こうした都市自治体の再評価ということは、EU統合の流れの中で起こって
いる。1993年に発効したマーストリヒト条約における「補完性の原理」は、「EU
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と国」との関係だけでなく、「国と地方・地域」との関係をも規定した。国家
を跳び越し「EUと権限を拡大した都市自治体」が結びつくことで、EUの政
策を地域・地方を介して実現していくことが企てられることになった。岡部は
これを、「中抜きの結びつき」と呼んでいる。このようにして岡部は、ヨーロッ
パの「補完性の原理」が、上記に挙げた「中位の再評価」と「中抜きの結びつ
き」の二つの特徴を有していたことを指摘した。EU統合とは、単に国家を超
える結びつきをもたらすだけでなく、国家の下位にあるところの地域・地方政
府の自治の活性化と結びついたものであったのである。この「結びつき」につ
いて、さらに説明が加えられた。
　EUにおける地域・地方のネットワーク形成
　EU統合の後、地域・地方政府は EUと直接に結びつくために、ブリュッセ
ルでロビー活動を開始した。その数は、150を超えるほどのものである。この
ような動きは、連邦制をとっているドイツの諸州が先駆け、多くのものがそれ
に続いた。そのオフィスの大きさは様々である。例えば、スペインのバスク自
治州では、その人口が 210万に過ぎないにもかかわらず常勤スタッフを 15名
抱え、そのうちの 7名は EU政策専属となっている。岡部によれば、こうし
たオフィスの存在が、各地域・地方政府が EUとどれだけ結びつきたいかとい
うことを表わしている。
　この他にも、各地域・地方がネットワークを形成して EUへの圧力団体となっ
ていく動きがある。1951年に設立された「欧州地方地域自治体評議会 CEMR
（Council of European Municipalities and Regions）」、また 1985年に設立さ
れた「欧州地域協議会 ARE（Assembly of European Regions）」が以前から
存在していた。これらの組織を通じて、各地方・地域政府が EUの政策への働
きかけを行っている。まさに、中位のものがお互いに連帯して、さらに上位に
ある EUの政策へと働きかけを行うことが企てられるようになったのである。
　EUにおいても、こうした地域や地方政府の意見を積極的に取り入れていか
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なければならないことが認識され、1994年に EU諮問機関として「地域委員会」
が設立された。この母体となったのが、先に挙げた「欧州地方地域自治体評議
会 CEMR」と「欧州地域協議会 ARE」である。岡部によると、地域・地方政
府は、このようなネットワークを組むことにより上位にある EUと直接交渉を
行うことを通じて、直上にある国家を牽制した。つまり、ヨーロッパにおける「補
完性の原理」の核心は、単に下位にある地域・地方政府を国家による干渉から
守るというよりも、さらに上位にある EUと結びつくことによって自分たちの
主張を実現していくことを目指すという都市の政治戦略にあったのである。
　この地域委員会は今でも多くの発案を出しているものの、その力を十分に発
揮できてはいない。地域委員会は EUの公式の組織に組み込まれ、全てのヨー
ロッパ地域の利害を代表して発言しなければならなくなった。そのため、各地
域の多様な意見をまとめるだけで精一杯となり、無難な主張しかできなくなっ
てしまったのである。現在では、地域委員会を通してそれぞれの地域的な特色
のある提案を EUに反映させることは難しくなっている。
　こうした地域委員会よりもさらに影響力を持っているのが、1986年に発足
した「ユーロシティ」である。「ユーロシティ」は、ロッテルダム、バルセロナ、バー
ミンガムなどの 6都市から始まったものである。ここに参加できるのは、ロ
ンドンやパリのような大都市を除き、25万人以上の都市に限られている。こ
れは、ヨーロッパ・レベルの政策に影響を与えることが期待できる規模を指す。
現在は 100を超える都市が参加するようになっているが、その数を増やすこ
とよりも実効的な活動をなすことに重点が置かれているところに特徴がある。
　市民の帰属意識の変化
　こうした都市自治体の動きに併せ、市民の帰属意識も大きく変わってきてい
る。岡部はバスクでのアンケート調査の結果から、この点を説明した。岡部に
よると、1970年代後半においては、「バスクかスペインの一方にだけしか帰属
しない」と答えた人が 52％を占めて半数を超えていたものが、90年代後半に
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なると、「どちらか一方にしか帰属していない」と感じている人は 37％まで下
がる結果となった。反対に「どちらかといえばバスクもしくはバスクとスペイ
ンのどちらにも帰属している」と感じる人は、70年代後半に 38％だったもの
から、90年代後半においては 51％に増えた。この結果から、岡部は、市民の
間に「主権国家に排他的に帰属するという意識が薄れてきている」と指摘する。
岡部が論じるところ、もし「EUへの帰属意識」というカテゴリーがここにあっ
たのならば、国家を「中抜き」にして「バスクと EU」への双方の帰属意識が
増える結果となったであろう。現在、バスク州では「自治憲章」の策定が議論
されているが、「バスクとスペインの二重国籍」のようなことが提案されている。
これは EUのレベルにおいて、バスクを準国家的な組織として扱うように求め
るものである。彼らの間では、「愛国心」が中抜きにされ、「欧州市民としての
自覚」と「愛郷心」の双方が持たれるようになっている。
　今後のEUの辿る 3つのシナリオ
　上記のような都市戦略は、一定の成果をもたらすものであったが、現在でも主
流としてあるわけではない。岡部が言うところ、地域・地方政府にとって、EUが
拡大して強固な官僚組織を成立させるようになると、EU自体がこれまで牽制し
てきた国家と似たようなものへと変貌した。そのため、地域・地方政府が EUを
動かすということは、国を動かす以上に難しいものになってしまったのである。
　岡部は、今後の EUの辿るシナリオを 3つ挙げている。第 1に、国民国家
の消滅による地域のみからなる「欧州の連邦化」であり、第 2に、地域が国と
EUが同列とみなす「マルチレベル・ガバナンス」である。第 3に、中抜きで
EUと地域・地方が無制限に結びつくことを制御して、国が「EUと地域・地
方」の間に立つ門番となる「国のゲートキーパー化」である。現在は、この第
2と第 3のシナリオをめぐって争われている状態にある。最近では、EUの関
心が南欧から東欧へと移り、地域・地方政府より国の役割を重視する「国のゲー
トキーパー化」が強くなってきている。
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　ヨーロッパと日本との比較
　こうしたヨーロッパでの議論に対して、日本における「補完性の原理」の議
論は随分と次元が異なったものとなっている。まず、日本の議論では「個人に
できること」が強調されていることから、新自由主義的な流れと一緒となって
自己責任・自己決定を偏重する危険がある。次に、日本において〈中位の再評
価〉といってもヨーロッパのような開かれた都市共同体ではなく、伝統的共同
体への回帰となってしまう傾向にある。最後に、行政と市民の関係が、「元請・
下請」という日本的構図へと陥ってしまう危険が残されている。これらの難点
から、岡部は、「補完性の原理」によって下位のものが守られるという発想を
越え、ヨーロッパのように〈中抜き〉で直上を跳び越して上位と結びつく都市
戦略をもつことが必要となると論じた。
２．関谷報告「補完性の原理と自治体政策」
　次に、関谷報告においては、政治分析の観点から「補完性の原理と自治体政策」
というテーマが立てられた。関谷は、ヨーロッパで提起された『補完性の原理』
を日本に取り入れた際の問題点を示し、その概念の思想史的な原点を探るこ
とを行った。まず、「補完性の原理」という用語は、1931年に教皇ピオ 11世
の社会回勅において用いられたことを始まりとする。その目的とは、教会を含
めた中間組織への「国家介入を制限」することにあった。さらに、この発想は
EU統合の文脈の中において立憲主義（連邦主義）と結び付けられ、1992年
のマーストリヒト条約やドイツ連邦共和国基本法に体現されることになる。こ
れらの歴史的な展開を踏まえた上で、関谷は「補完性の原理」を、「より小さ
な単位の主体の活動の自由を制限すべきではないという権力制限の発想に基づ
き、問題の当事者にとって最適な役割分担で問題を解決しようとする原理」と
定義した。この概念が、現代日本における地方分権化の流れの中で、関心を集
めるようになっている。
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　日本における「補完性の原理」への注目
　関谷は、2000年に始まった日本の「自治体運営の総合的な見直し」に注目
する。2000年に成立した「地方分権一括法」において機関委任事務が全面廃
止され、必置規制が縮小されたことから、これまでの中央省庁の縦割りの構図
に対して地方自治の重要性が見直されることになった。こうした地方分権化の
流れの中で、「政府間関係」（国・地方関係）を新たに規定する論理として「補
完性の原理」に注目が集められた。関谷によれば、「官治・集権型の政治・行
政の終焉」を迎えて、「政府としての自治体」が浮かびあがることになったの
である。まさに「市町村・県、国は、それぞれ独自に市民から信託された『政府』
となり、独自の政治・行政課題と権限と財源をもつ」ことになった。これに応
じて、関谷は、従来の「国民の信託」だけでなく、首長に対する「住民の信託」
が必要になることを強調する。関谷が言うところ、この「住民の信託」を実質
的に規定する制度規範の必要から、各自治体では、「自治基本条例」、「市民協
働条例」、「市民参加条例」などの制定が次々と行われるようになっている。こ
の「自治基本条例」とは、まさに「我が町の憲法」を意味するものである。そ
の先進的な自治体の事例として、東京都三鷹市の「自治基本条例」が挙げられ、
「補完性の原理」の適用が示された。
　さらに、最近では、「自治体内分権や地域の自立」という観点から、コミュ
ニティの役割が重視されるようになっている。その結果として、自治体運営に
おいては、様々な「協働主体」（個人・地縁組織・NPO等市民団体・各種法
人・行政・議会）による「重層的なパートナーシップ」を組むことが必要とさ
れるようになった。「シビル・ミニマム」がおよそ充足されるようになった現在、
その政策の「量の拡大」から「質への転換」が図られるようになり、「福祉国
家再編」や「環境政策・都市計画」において「補完性の原理」が取り入れられ
るようになっている。
　しかしながら、現状において「補完性の原理」とは、「国・広域自治体・基
礎自治体といった行政内部の事務配分の基準」に留まるものにしかなっていな
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い。「官から民へ」という新自由主義的な発想の下で、この概念が行政の責任
転嫁を生み出す結果を生じている。関谷はこれらの問題を踏まえ、「補完性の
原理」についての思想史上の原点を探っていく。
　「補完性の原理」の原点：アルトジウスの理論
　関谷によると ｢ 補完性の原理」の原点は、16世紀後半から 17世紀初頭の政
治思想家であるヨハネス・アルトジウスの理論にある。アルトジウスの理論は、
近代以降の中央集権的国家を基礎づけたジャン・ボダンの主権論に対抗するも
のであり、家族や諸中間団体に基づく「下からの秩序統合」として国家を導いた。
「家族、組合団体、都市、州、国」というそれぞれの段階における「生活共同体」
（consociatio）が捉えられ、「補完性の原理」からそれぞれの自立的な関係性が
論じられた。関谷によると、アルトジウスの理論からは、「①物・人・法の伝
達を通じた『共有（communicatio）』、②個人や集団の相互補完的な充足シス
テム、③公私の境界・空間的境界の再構成を理論化、④自立した生活共同体の
重層性に見出される当事者性への接近、⑤市町村、州、国家、国際地域連合が
なす多様な統治構造」という 5つの点が見出される。関谷はこの中で、④の「当
事者の『事実』」という観点が重要だと主張する。なぜなら、アルトジウスに
おいてはボダンのような法的演繹論とは反対に、この「事実」による政治的帰
納論から国家権力を規制することが企てられていたからである。関谷は、当事
者としての生活へのまなざしによって地域共同体と生活空間を捉えなおすこと
にこそ、「補完性の原理」の課題があると指摘した。
　上記の二人の報告は、「補完性の原理」によって地域・地方の自治のあり
方を問うたところに核心がある。まず、岡部においては、「補完性の原理」が、
国家を〈中抜き〉にして EUと結びつくことによって自分たちの存在を確立す
るための都市戦略であったと論じられた。次に、関谷においては、この「補完
性の原理」が日本に導入されるに際に、地方分権をもたらす行政上の制度改革
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へと議論が形骸化されたために、その核心にある政治的構想が抜け落ちる結果
となったことが指摘された。そこで、関谷は、その原点にあたるアルトジウス
の政治思想を問い直す必要を提起したのである。
３．質疑応答
　スペインとラテンアメリカとのつながり　
　質疑応答においては、下記のような問いが発せられた。国際政治を専門とす
る法経学部の石田憲教授（以下、敬称略）は、まず「スペインの場合では、イ
タリアと同じように、都市計画や建築においてそれぞれの政党のイデオロギー
性や人脈的なつながりを反映することはないか？」、次に「地方自治における
『透明性』と『参加』がラテンアメリカで進んでいるが、同じスペイン語圏と
してネットワークが成立していることからも、こうしたスペインの動きがどの
ように影響しているのか？」を問うた。岡部は第一の質問について、「日本と
は違い、スペインでは政治家が建築のコンペの審査員になりたがるという特徴
があり、もちろん政治的である。しかしながら、政党のイデオロギーによって
決まっているというわけではない。市長が代われば、例え基礎工事が既に終わっ
ていても、またコンペからやり直したりすることもある。現在では、イデオロ
ギーというよりもリージョナルなアイデンティティが強く働いているため、国
内の他地域の建築家を起用することは稀で、地域の建築家かあるいは外国の建
築家を選ぶ傾向にある。社会住宅などの若手の建築家の登竜門となっているコ
ンペは、それなりに公正に行われている」と答えた。第二の質問には、「ラテ
ンアメリカへの都市社会運動の広がりはものすごく強いものがある。メキシコ
に住んだ経験から、スペイン以上に健全な市民参加が建築や都市計画の分野で
行われている。スペインは、欧州とラテンアメリカとの橋渡しのポジションを
戦略的に生かし、EUでの発言力を強めている。スペイン企業はラテンアメリ
カに積極的に投資しており、南米経済共同体MERCOSURとの結びつきも強
い」と答えた。
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　「中位」の共同体とは
　次に、司会の倉阪より「『補完性の原理』が上位と下位の組織の関係を規定
するのに対し、横のつながりがどうなっているのか、また中位というのは何を
意味するのか？」が問われた。これを受けて関谷は、日本の自治体ではまだ十
分ではないにしても、「横のつながり」が重要となると答えた。今後は、市民
によるネットワークの持つ「偶然の活力」というべきものを活かしていくこと
が必要とされるようになる。また、「中位」についても、閉鎖的な「伝統的な
共同体」としばしば混合されがちであるため、この区別を明確にしていくこと
が必要となると述べられた。この「中位」の共同体は、それぞれの形や大きさ・
権限が必ずしも横並びになる必要はない。関谷によれば、市民の求めに応じて
「中位」にも様々な段階がある。こうした重層的な構造を持つがゆえに、主権
国家への一元的な体系化ではなく、それぞれの地域共同体に即した柔軟性を持
つことが可能となる。
　政治的構想としての「補完性原理」
　これらの議論を受けて、「補完性の原理」というものは、単に国家よりも下
位の組織に重点を移すことを意味するだけではなく、そうした組織を結びつけ
るための政治的構想を問うたものであることが明らかになった。この点につい
ては、本研究会において重要な指摘がなされた。しかし、これで十分に議論が
尽くされたわけではない。石田は、「補完性の原理」が、「16世紀後半アルト
ジウスから 1931年のローマ教皇の社会回勅（クアドラジェジモ・アンノ）を
経て、バルセロナの都市戦略にまでそのまま連なっているものではない」こと
を指摘した。石田が言うところ、この教皇の社会回勅で打ち出された論理は、
そもそもが社会主義に対抗する性格を有していたこともあり、一旦「国家コー
ポラティズム」に吸収されてしまう。また、ファシズム期における教皇庁の政
治姿勢への批判もあり、イタリアでは、第二次世界大戦直後に「補完性の原理」
が再浮上することはなかった。一方、西ドイツにおけるキリスト教民主主義の
「補完性の原理」（principle of subsidiarity）をめぐる学際的な検討
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潮流は、ナチズムおよびマルキシズムの中央集権主義に対抗するため、戦後も
この社会回勅を採用した。他方、社会民主主義側は国家より上の超国家機構へ
の主権委譲を訴え、超国家機構や国際法による「人権の尊重」を強調した。そ
れが現在 EUの文脈で論じられる「補完性の原理」にも結びついていったので
ある。ここでは、全体主義体制の集権主義に距離をおき、キリスト教や自然法
に根拠をおかない「より普遍的な人権」あるいは「国際的な規範」に基づく新
しい「補完性の原理」を産み出すことが考えられた。こうしたヨーロッパの社
民主義も、EUエリート主義か新自由主義の市場原理といった新たな問題に直
面し、修正版「補完性の原理」は異なった挑戦を受け始めている。石田は、こ
うしたヨーロッパにおけるイデオロギーの政治的な展開を踏まえた上で、「補
完性の原理」を理解していくことが必要であると指摘した。
　これは重要な指摘である。日本における「補完性の原理」の議論では、こう
した政治的構想の展開まで問われることがないからこそ、単に行政上の作業分
担の話に落ち込んでしまっているのである。まさに、関谷報告はこの課題に迫
るものであったが、まだ課題は残されている。関谷の言うように当事者の「事
実」に注目するだけでは、その政治的構想を導くには至らないであろう。アル
トジウスの政治思想に立ち返る意義というのは、「補完性の原理」という概念
の原理的一貫性を主張することではなく、国家の権力構造の成り立ちを問い直
すところにあるのではないだろうか。その際には、もはや行政システムについ
ての制度批判に終わらず、国家のレジームを共和政体として規定することが求
められることになるはずである。今回の研究会では、この点についてまで議論
が展開されることはなかった。
　「補完性の原理」の研究は、まだ始まったばかりである。この重要な課題に
対して、今後の研究の進展に期待したい。
（いちのせ・よしや）
（2007年 5月 14日受理）
